
公立奈良第１０８号 

令和７年７月１７日 

各所属所長 殿 

                           公立学校共済組合奈良支部事務局長 

                           

育児休業支援手当金に係る事務処理等について 

 

子ども・子育て支援法等の一部改正により、令和７年４月１日から育児休業支援手当金が支給され

ることになりましたので、下記のとおりお知らせします。 

 

                     記 

 

１ 概要 

  育児休業等に係る子の出生後（女性は産後休業後）から５６日以内に、組合員とその配偶者

の両方が１４日以上の育児休業等を取得する場合に、組合員の休業期間について、２８日間を

限度に標準報酬日額の１３％（上限あり）を支給する。 

  （施行前）                 （施行後）

 
 ２ 支給要件                

次の①及び②のいずれにも該当すること    

①  組合員が対象期間内に通算して１４日以上の育児休業等を取得した 

②  配偶者が同一の子について対象期間内に通算して１４日以上の育児休業等を取得した 

対象期間とは、次のいずれかの期間になります。 

Ⅰ 組合員が当該育児休業等に係る子について産後休業等をしなかった場合 

出生の日から起算して56日を経過する日の翌日までの期間 

Ⅱ 組合員が当該育児休業等に係る子について産後休業等をした場合 

ア 出産予定日に出生した場合は、出生日から起算して、１１２日を経過する日の翌日 

イ 出産予定日前に出生した場合は、出生日から起算して、出産予定日以後、１１２日 

を経過する日の翌日 

ウ 出産予定日後に出生した場合は、出産予定日から起算して、出生日以後、１１２日 

を経過する日の翌日 

 



ただし、次のいずれかに該当する場合は、②の配偶者の育児休業要件は必要としません。 

ア 配偶者がいない 

イ 配偶者が当該子と法律上の親子関係にない 

ウ 配偶者から暴力を受け、別居している 

エ 配偶者が行方不明等 

     オ 配偶者が無業者、自営業者、フリーランス等雇用保険法第５条第１項に規定する適用

事業者に雇用される労働者でない 

     カ 配偶者が当該子の産後休業中 

     キ 配偶者が当該子を養育するための休業をすることができない場合（配偶者が日々雇用

される者など育児休業をすることができない場合や、育児休業をしても給付金が支給さ

れない場合（育児休業給付の受給資格がない場合など）が該当します。なお、単に配偶

者の業務都合により育児休業を取得しない場合等は含みません。） 

  

３  支給の対象とならない場合 

① 雇用保険法による「出生後休業給付金」の支給を受けるときは、共済組合から育児休業支 

援手当金の支給を受けることができません 

  ②  次のいずれかに該当する育児休業等をした時は、育児休業支援手当金は支給されません。 

ア 同一の子について、当該組合員が複数回の育児休業等を取得することについて妥当であ

る場合として総務省令で定める場合に該当しない場合における２回目以降の育児休業等 

イ 同一の子について、当該組合員が５回以上の育児休業等をした場合における５回目以後

の育児休業等 

ウ 同一の子について、当該組合員が育児休業等ごとに、当該育児休業等の開始日から当該

育児休業等の終了日までの日数を合算して得た日数が２８日に達した日後の育児休業等 

     

４ 支給期間と支給日数（別紙１）参照 

   同一の子について当該組合員がした育児休業等ごとに、当該育児休業等を開始した日から当

該育児休業等を終了した日までの日数を合算して得た日数が２８日に達する日までの期間 

ただし、育児休業支援手当金は週休日について支給されないことから、実際に当該手当金を支 

給する日数は２８日よりも少なくなります。 

   

５ 支給額 

  給付日額は、標準報酬日額（標準報酬月額÷２２［１０円未満四捨五入］）の１３％又は 

 給付上限相当額2,781円（令和７年４月１日以降）の金額の低い方 

    ※給付上限相当額とは、雇用保険法に定める額に３０×０．１３÷２２ 

   

 ６ 提出書類 

   次の書類を提出してください。 

    （１）育児休業支援手当金請求書（別紙様式１） 

（２）育児休業承認通知書の写し 



（３）育児休業等に係る子の出産予定日が確認できる書類（母子健康手帳の写し等） 

（４）組合員の配偶者であることが確認できる書類（世帯全員について記載された住民票の写し） 

     （５）配偶者の育児休業等の取得の事実を証明する書類（辞令の写し等） 

（６）その他の必要書類 

    条件   必要書類 

配偶者がいない場合 ・戸籍謄（抄）本（法律上の配偶者がいないことが確認できる

ものに限る 

・世帯全員について記載された住民票の写し（続柄が記載され

ているもの） 

配偶者が当該育児休業

等に係る子と法律上の

親子関係にない場合 

・戸籍謄（抄）本（抄本の場合は組合員本人及び対象子のも

の）  

 ただし、住民票において組合員の配偶者が世帯主となってお

り、対象の子との続柄が「夫の子」又は「妻の子」となって

いる場合は、戸籍謄（抄）本に代えて世帯全員について記載

された住民票の写し（続柄が記載されているもの）でも可 

配偶者から暴力を受け

別居している場合 

・裁判所が発行する配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律第 10 条に基づく保護命令に係る書類の写し          

配偶者が行方不明とな

っている場合 

・組合員の配偶者であることが確認できる書類（世帯全員につ

いて続柄が記載された住民票の写し等） 

・配偶者の勤務先において無断欠勤が３か月以上続いているこ

とについて配偶者の事業主が証明した書類又はり災証明書 

配偶者が無業者の場合 ・組合員の配偶者であることが確認できる書類（世帯全員につ

いて続柄が記載された住民票の写し等） 

・配偶者の収入がないことを確認できる書類（直近の課税証明

書等） 

・課税証明書等に給与収入金額が記載されている場合は、子の

出生日の翌日時点で退職していることが分かる書類（事業主

発行の退職証明書の写し、離職票の写し、雇用保険資格喪失

確認通知書の写し等） 

配偶者が自営業者やフ

リーランス等適用事業

に雇用される労働者で

ない場合 

・組合員の配偶者であることが確認できる書類（世帯全員につ

いて続柄が記載された住民票の写し等） 

・配偶者の直近の課税証明書 

・課税証明書等に給与収入金額が記載されている場合は、次の

ア又はイの書類 

 ア 子の出生日の翌日時点で退職していることが分かる書類

（事業主発行の退職証明書の写し、離職票の写し、雇用 

    保険資格喪失確認通知書の写し等） 



 イ 給与収入金額が労働性のない役員の役員報酬である場合

や育児休業等がない特別職の公務員の場合は、その身分を証

明する書類（役員名簿の写し、身分証の写し等） 

配偶者が産後休業をし

た場合 

・組合員の配偶者であることが確認できる書類（世帯全員につ

いて続柄が記載された住民票の写し等） 

・配偶者産後休業等の取得の事実を証明する書類（母子健康手

帳の写し、医師の診断書（分べん（出産）予定日証明書）、

出産費（出産育児一時金）支給決定通知書の写し等 

上記以外の理由で配偶

者が子の育児休業等を

することができない場

合 

・組合員の配偶者であることが確認できる書類（世帯全員につ

いて続柄が記載された住民票の写し等） 

・配偶者が育児休業等をすることができないことの申告書（別

紙様式２）（以下「申告書」という。） 

・申告書に記載した事由に応じた必要書類（詳しくは申告書を 

参照） 

         

７ 経過措置について（別紙２）参照 

育児休業等を施行日（令和７年４月１日）より前に開始した場合は、施行日に当該休業等を開 

始したものとして取り扱います。 

これにより、育児休業等を取得した日数は、施行日から起算することとなります。 

ただし、配偶者育児休業等又は子の出産の予定日若しくは出生日に係る取扱いに変更はないた

め、配偶者育児休業等を取得した日数は、実際の配偶者育児休業等の開始日から起算し、対象期

間は、実際の出産の予定日又は出生日から起算することとなります。 

  参考：育児休業支援手当金を受給可能な子の出生日 

 子の出生日 子の出生から５６日経過 子の出生から１１２日経過 

女性組合員 令和 6 年１２月２３日以降  令和７年４月１４日以降 

男性組合員 令和７年２月１７日以降 令和７年４月１４日以降  

 

 

 

 

  

                            公立学校共済組合奈良支部 

                            給付・年金係 担当：松田 

                            TEL ：0742-27-9829 

 

      

  

 



（別紙１）   育児休業支援手当金の対象期間及び支給期間の例 

 

       

       

        

 



（別紙２）            経過措置の例 

 

 

       

          

          



(別紙様式１）

理由：

（電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　□育児休業承認通知書の写し
　□育児休業等に係る子の出産予定日が確認できる書類（母子健康手帳の写し・医師の診断書（予定日証明書）
　□世帯全員について記載された住民票の写し
　□配偶者の育児休業に係る辞令等の写し
　□配偶者の状態１～７に該当する場合は確認できる書類が必要です（詳細は、通知文をご確認ください）

年 月 日

年 月 日配偶者の育児休業期間

①　 年 月

１　配偶者がいない

３　配偶者から暴力を受け、別居している

４　配偶者が行方不明となっている

５　配偶者が無業者又は配偶者が就労しているが雇用される労働者ではない（自営業・フリーランス等）

６　配偶者が産後休業中

７　１～６以外の理由で配偶者が育児休業をすることができない

配偶者の状態

２　配偶者が当該育児休業等に係る子と法律上の親子関係がない

今回の請求期間
日 ～

②　 年 月 日 ～

子の出産予定日

配偶者の育児休業
の取得状況

※組合員の配偶者が以下の１～７に該当する場合は、該当する記号を○で囲み、７の場合は理由も記載ください

日～ 年 月

育児休業の期間

（ 年 月

対象児氏名
（生年月日）

　　年　　　月　　　日

日

決定額　※共済記入欄

所属所受付印欄 所属所長確認欄

　　 上記内容を
　　 確認しました。

確
認
日

年 月

組合員 職名・氏名

所属所名（電話） （　　　　　　　　　　）

令和 年 月

日日 ～

日 住所

年 月 日

年 月 日 ～

①　 年 月

　上記のとおり請求します。

公立学校共済組合奈良支部長　殿 〒

②　 年 月 日

年 月

取得している　・　取得していない
（いずれか○で囲んでください。）

請求期間の
標準報酬月額

円（ 年

□ 育児休業支援手当金請求書

組合員氏名
（生年月日）

組合員等
記号・番号

公立奈良

日 ）月

日 ）

【この申出書を提出するとき、次の添付書類が必要です。】

□



                                      （別紙様式２） 
 

 

配偶者が育児休業等をすることができないことの申告書 
  
以下に記載する私の配偶者は、以下の理由により子の出生日から起算して５６日を経過する日の翌日までに
出生時育児休業又は育児休業（以下「育児休業等」といいます。）をすることができる日数が１４日に満た
ないたことを申告します。 

フリガナ  配偶者の生年月日 
配偶者の氏名   

  年  月  日   
※ 該当するチェック欄（いずれか一つ）に✔を入れ、該当する必要書類を添付してください。 

チェッ
ク欄 

配偶者が給付金の対象となる育児休業等をす
ることができない理由 

必要書類 

□ ①日々雇用される者であるため ・労働条件通知書等労働契約の内容がわかる書類
の写し 

□ ② 期間を定めて雇用され、養育する子の出生
の日（出産予定日前に当該子を出生した場合
にあっては、当該出産予定日）から起算して
５６日を経過する日の翌日から６月を経過す
る日までに、その労働契約が満了することが
明らかであるため 

・労働条件通知書等労働契約の内容がわかる書類
の写し 
※以下の欄も記入してください。 
 労働契約の終了予定日 令和  年  月  日 
 子の出生日または出産予定日のうち遅い日 
            令和  年  月  日 

□ ③労使協定に基づき事業主から育児休業の申
出又は出生時育児休業の申出を拒まれたため 
⇒労使協定に基づき事業主が申出を拒むことができるの
は次のいずれかに該当する場合に限られます。該当する
ものに○をつけてください。 
(ｱ)子の出生の翌日時点の勤務先の事業主に継続して雇用
された期間が１年に満たない場合 
(ｲ)育児休業申出の日から１年以内に雇用関係が終了する
ことが明らかである場合 
(ｳ)出生時育児休業の申出の日から５６日以内に雇用関係
が終了することが明らかである場合 
(ｴ)１週間の所定労働日数が２日以下の場合 

・左記(ｱ)～(ｴ)のいずれかに該当することが確認
できる労働条件通知書等労働契約の内容がわかる
書類の写し 

□ ④公務員であって育児休業の請求に対して任
命権者から育児休業が承認されなかったため 

・任命権者からの不承認の通知書の写し 

□ ⑤雇用保険被保険者ではないため、育児休業
給付を受給することができない 
※共済組合の組合員である公務員の場合は該当しませ
ん。 

・雇用保険の適用に関することの証明書（雇用保
険被保険者でないことの事業主の証明） 
（１週間の所定労働時間が 20 時間未満の場合は、労働条件
通知書等労働契約の内容がわかる書類に代えることも可。） 

□ ⑥短期雇用特例被保険者であるため、育児休
業給付を受給することができない 
 

・雇用保険の適用に関する証明書（短期雇用特例
被保険者である旨の事業主の証明） 

□ ⑦雇用保険被保険者であった期間が 1 年未満
のため、育児休業給付を受給することができ
ない 

・雇用保険の適用に関する証明書（雇用保険被保
険者であった期間が１年未満であることの事業主
の証明） 

□ ⑧雇用保険被保険者であった期間は 1 年以上
あるが、賃金支払いの基礎となる日数や労働
時間が不足するため、育児休業給付を受給す
ることができない 

・賃金支払状況についての証明書（子の出生の翌日時
点における配偶者の勤務先の事業主が証明したもの） 

□ ⑨配偶者の勤務先の出生時育児休業又は育児
休業が有給の休業であるため、育児休業給付
を受給することができない 
※有給でなければ出生時育児休業給付金または育児休業
給付金が支給される休業を、期間内に通算して 14 日以上
取得している必要があります。 

・育児休業証明書及び育児休業申出書等 
 

 
令和  年  月  日             氏 名 
公立学校共済組合奈良支部長 殿 
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